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（ 要 旨 ） 

  新宿区立四谷小学校は令和７年の増築校舎完成で最大２９学級を収容できる学校に

なります。しかしながら、今日まで最大２９学級収容に伴い必要と思われる普通教室以

外の施設（運動をする為の校庭・体育館・プールの設備の広さ、職員室・給食室・保健

室・図書室・個別用途の教室・ランチルーム・ＰＴＡ室の広さ、トイレ・手洗い蛇口の

数、多くの児童が校内で利用している放課後子どもひろばの占有スペース、等）の補充

と拡大に関して新宿区教育委員会からの説明はありません。 

  平成１９年の開校時に１２学級として建設された施設に対して、現在まで児童数増加

に対応するため、個別用途の教室（学年合同オープンルーム・算数教室・英語教室・特

別活動室・生活科室）や会議室、パソコンルーム、図書室、ランチルーム、ＰＴＡ室等

の縮小、改修によって９教室（普通教室）を捻出し２１教室（同）まで増設しています。

この度は、隣接の土地の取得を行い更なる児童数増加に対応されるとのことですが、普

通教室以外の施設の補充と拡大を行わずに８教室（普通教室）のみを増築して、最大 

２９学級を収容する計画となっています。 

 １ 最大２９学級収容に伴い必要と思われる普通教室以外の施設（運動をする為の校

庭・体育館・プールの設備の広さ、職員室・給食室・保健室・図書室・個別用途の教

室・ランチルーム・ＰＴＡ室の広さ、トイレ・手洗い蛇口の数、多くの児童が校内で

利用している放課後子どもひろばの占有スペース、等）を補充と拡大ができる様に措

置をしてください。 

 ２ 児童が日常的に校内で利用する放課後子どもひろばは普通教室を共用するのでは

なく、占有のスペースを適切に確保できる様に措置をしてください。 

 ３ 四谷小学校の校地において普通教室以外の施設の補充と拡大の措置が十分に行え

ない場合は、代替案として学区域内に不足分相当の普通教室以外の施設を充足する学

校施設を確保してください。 

 

（ 理 由 ） 

１ 開校当初の１２学級規模から最大２９学級収容への目論見は、単純に考えても、学

校の規模を普通教室以外の施設含めて約２．４倍に拡大しないと、児童たちに不利益
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を与える事になるため。 

  令和４年の現在は当初の１２学級に対して１９学級で収容学級数は１．５倍を超え

ています。これまでに児童の増加に対処すべく、２１学級分の普通教室を用途変更の

限界とされる状況までに改修、整備を行い、同施設内に教室数（普通教室）を捻出し

ています。ここまでで既に、①トイレ・手洗い蛇口の不足と混雑により児童の休憩時

間の時間差実施が必要となる、②各個別用途の教室・図書室等の縮小・削減により教

育活動が制約される、③職員室の収容は満席、④利用児童の多い放課後子どもひろば

は校内での会場教室の確保と安定的な実施の見込みが厳しい、といった課題が山積し

ています。８教室（普通教室）の増設のみで最大２９学級を収容する計画は、現在 

１９学級から更に１０学級の増加となり、これからますますの普通教室以外の施設の

不足により、過密な状況での学校生活によるストレスや怪我などの増加なども予見さ

れ、児童たちにとってどれだけ厳しい環境になるのか想像に難くないと考えます。 

  ・保健室に関して、２６学級以上の学校は養護教諭２名の配置となり、別棟校舎に

も保健室を設置する可能性があります。令和１０年の学級数予測値の２７学級に

基づけば、この点でも普通教室以外の施設の課題を解決しなければならないと思

われます。 

  ・学童クラブ機能付き放課後子どもひろばは令和４年５月２４日現在１７８名の児

童が登録していますが、これまでの普通教室への改修、整備によって利用できる

部屋がすでに足りない状況になっていて、実施が危ぶまれる事態にあります。 

２ 四谷小学校の校地において普通教室以外の施設の補充と拡大が現状不可能である

と考えられるなら、代替案として学区域内に不足分相当の普通教室以外の施設を充足

する学校施設を確保することで、これから予測される学区域の児童数増加（新宿区教

育委員会令和４年５月１日付の学級数予測は令和１０年に２７学級）に対応できるよ

うにするため。 

  ・現時点での予測では、もしも学級数が校内に収まらない場合は、３５人学級を弾

力運用して４０人以下程度の学級が出来てもやむなしとする考え（令和６年度予

測に対しての口頭質疑による）が含まれており、弾力運用による児童たちの不利

益も十分に考慮してください。弾力運用も限界の場合は、学区域内に普通教室と

普通教室以外の施設を充足する学校施設を確保することは必須となることも早

急に検討ください。 

 

 


